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1 . はじめに
独占禁止法1)は､ 1 条にあるように､ ｢公正かつ自由な競争を促進｣ することを目的とす
る法律である｡ 競争を阻害する行為を市場から取り除くことによって､ 企業など事業者が
競争せざるを得ない環境を維持しようとするものである｡ 競争が活発に行われることによ
り国の経済が活性化するのであり､ このことは､ 基本的に､ 時期を問わず､ 分野を問わず
妥当するという前提に立っている｡ しかし､ 独占禁止法について考えを巡らす中で､ 独占
禁止法を適用することに疑問を感じる場面がある｡ 本稿では､ 二つの問題について､ この
ような疑問にまつわる雑感を述べたい｡
2 . 経済の発展段階と競争促進















先に､ 独占禁止法の後退期について簡単に見ておきたい｡ 公正取引委員会編纂の 50 年
史4)では､ 昭和 27 年から 34 年を第 2期として､ この期間を後退期と位置付けている｡ こ
れによると､ 後退期とは､ おおよそ次のようなものである｡
｢我が国にとって､ 独立直後の緊急課題は､ 経済的自立の達成であった｡ このため､ 産
業に対する国の政策の重点は､ 何よりもまず､ 外貨の稼ぎ手となる国内産業を育成・強化
することに向けられた. 産業基盤を強化し､ 企業の合理化・近代化を促進するため､ 企業
合理化促進法の制定 (昭和 27 年 3 月) を始めとして､ 産業活動に対する各種の保護・助
成措置が実施された｡ また､ 我が国の経済は､ この第 2期を通じてめざましい拡大を示し
た｡ ……
……この時期は､ 経済自立化という大目的の下に産業の保護・助成が重視されたいわば
産業本位､ 経済優先の時代であった｡ こうした環境下において……独占禁止政策は､ 厳し
い試練と苦難の時期を迎えることとなった｡ ……事業者団体法が､ まず昭和 27 年 7 月に











る｡ わずかな例外を除いて､ 現在先進国である国のすべてが､ 経済の発展途上期に､ ｢幼
稚産業の育成を目的とする介入主義的産業・貿易・技術……政策を積極的に実施した｡｣




｢1721 年以降に導入された政策は､ 徹底的に製造業育成を目的としていた｡ ……第一

に､ 製造業に使われる原料の輸入関税が引き下げられるか､ または完全に撤廃された｡ 第
二に､ 輸出製造業者のための原料輸入を対象とする関税払い戻し……が拡大された｡ ……
第三に､ ほとんどの工業製品にたいする輸出税が撤廃された｡ 第四に､ 外国工業製品の輸
入関税が大幅に引上げられた｡ 第五に､ 輸出補助金 (バウンティー) の対象が……拡大さ




世界大戦後に日本､ 韓国､ そして台湾が利用したものと､ 驚くほど似ている｣ と述べてい





のが見られる｡ 例えば､ 1812 年に米英戦争が起こり､ その戦費を調達するため関税率が
大幅に引上げられたが､ 戦争が終わり戦費の支払いが必要なくなった後も､ 1816 年に導
入された関税法により､ 戦時中に近い水準に関税水準が維持され､ 産業の保護が行われた｡
｢ほぼすべての工業製品におよそ 35％の関税がかけられた｡｣ 1820 年代の工業製品に対す
る関税の平均水準は 40％であった｡ ｢1832 年にもうひとつの関税法が可決された｡ この法
律によって､ 工業製品の平均関税率が 40％に設定され､ 特に鉄と繊維製品に対する強い
保護が許可された｣ 10)｡
その後､ 関税率が 20％台に下がった時期もあった｡ 20％というのも関税率として低い
とはいえないが､ ほどなく関税率が引き上げられることになった｡ 1862 年に新しい関税
法が導入されたが､ この法律は､ それまでの保護の幅を維持するものであった｡ 南北戦争
の戦費を調達するために､ 1864 年に関税率が史上最高水準に引上げられたが､ 戦争が終
わった後も､ 関税率は同じ水準に維持された11)｡ 20 世紀になっても､ アメリカ合衆国は
関税を廃止せず､ 1930 年の関税法では､ 製造品の関税率が 48％に達した12)｡
アメリカ合衆国の経済介入策は､ 第二次大戦後も続く｡ チャンは次のように述べている｡





に関税がまったくない体制を有したことがなく､ また 『隠れた』 保護主義政策の利用によ
り積極的であった｡ これらの政策には､ 輸出自主規制､ 繊維と衣類に対する貿易割り当て､
農業保護と農業補助金……一方的貿易制裁……が含まれている｡｣ 13)
アメリカ合衆国は､ 自国の経済発展を促進するために､ 関税による産業保護だけでなく､





もかかわらず､ パソコン､ 飛行機､ インターネットなどの産業においては､ 国際的優位性
を未だに保持している｡ これらの産業は､ 連邦政府が提供した国防関連の研究開発資金が
なければ､ 存在していなかったであろう｡ また､ アメリカ合衆国政府の国立健康研究所……
が､ 製薬とバイオ技術産業の研究開発を支援したことで､ これらの産業でのアメリカ合衆
国の優位が維持された｡｣ 15)
日本については､ チャンは､ ｢1950 年から 1973 年にかけて日本の一人当たりは､
年間 8％という驚くべき増加を示した｣ と述べている16)｡ 50 年史で後退期とされている


















独占禁止法をみると､ 入札談合を抑止するために､ 様々な対策がなされてきた｡ 1977
年には課徴金制度が導入され､ 談合を行った事業者には課徴金が課されることになった｡
課徴金制度は､ 入札談合のみを対象とするものではないが､ 入札談合の抑止は重要な目的
と一つである｡ その後､ 法改正により課徴金の金額が引上げられている｡ 当初､ 課徴金の
金額は､ 一定の計算式に基づいて機械的に計算されるものであったが､ 違反行為の発見を
容易にするとともに抑止効果を高めるため､ 2005 年の改正では､ 減免制度など条件によっ
て課徴金額を減額したり増額したりする制度が幾つか導入された｡
しかし､ 条文や運用をいかに強化しても､ 独占禁止法では､ 排除措置命令を受け課徴金
を支払うのは事業者のみである｡ 独占禁止法の刑事罰規定を使い談合参加者を起訴した場
合は､ 関与した行政機関の職員なども共犯として罪に問えるが､ 公正取引委員会が告発し
検察が基礎に至る談合事件は､ 極めて少ない｡ ほとんどの談合事件は､ 行政処分で終わる
のである｡
入札談合は､ 刑法の規定を使って規制することもできる｡ 刑法 96 条の 6 である｡ 談合
に関与した行政機関の長や職員は､ 同条 1項の ｢入札の公正を害すべき行為｣ をした者と






あとは､ 行政機関の長が適切な対応をとるかどうかにかかっている｡ もちろん､ 行政機関
の長は､ 改善措置をとる義務を負っているので､ 内部調査を行い､ その内容を公表して､















ができるが､ 総合評価落札方式は多様な要素を考慮するので､ 受注予定者を決めても､ そ
の業者に落札させることは難しいと考えられている｡
しかし､ いかに制度の改善を行っても､ 発注する行政機関の中に談合を助ける者がいる
と､ 対策は意味をなさなくなってしまう｡ 既に､ 総合評価落札方式の入札でも談合が行わ
れ､ 摘発されている｡ 総合評価落札方式の入札で談合が行われたのは､ 国土交通省四国地
方整備局の土佐国道事務所､ 高知河川国道事務所および高知港湾・空港整備事務所が発注
する土木工事の入札と､ 高知県発注の土木工事の入札である19)｡ これらの事件では､ 行
政機関の職員が秘密にすべき入札関連情報を業者に漏らしていたのである｡ 例えば､ 土佐
国道事務所の入札における談合を見ると､ 次のようになっている｡ この事務所が行う総合
評価落札方式の入札では､ 事業者が､ 入札参加の申し込みをするときに､ 施行計画などの
価格以外の提案内容等を記入した書類を土佐国道事務所に提出し､ 当該事務所が､ 入札書
の提出締め切り日までに､ 各入札参加者の提案内容等の評価を行い､ 当該内容等の点数
(評価点) を決定する｡ そして､ 入札後に､ 各事業者について､ 入札価格を億単位にした
数字で評価点を除して､ 評価値を出す｡ この評価値が最も高い者が工事を落札することに
なる｡ 評価点は､ 当然､ 入札書の提出締め切り日までに公表されることはなく､ 土佐国道
事務所の限られた職員しか知り得ないものであった｡ ところが､ この事務所の副所長が､
入札参加者の名称と各参加者の評価点を､ 業者の連絡担当者に教示していたのである｡ そ











以上､ 筆者の雑感を二つ披露した｡ まとめに当たるようなものはないが､ 最後に､ 入札
談合の話に絡めて､ 入札について一言｡ 入札については､ そもそも工事の請負業者を選ぶ
仕組みとして妥当なのかという問題がある｡ 通常､ 商品を販売する競争でも､ 役務 (理髪
店による散髪､ 建築請負など) を提供する競争でも､ 価格と品質によって勝敗が決まる｡
これに対して､ 日本の公共工事の入札は､ 事業者を価格のみで競争させるものである｡ 入
札に参加する工事業者の間に技術力などの差があっても､ 価格のみで競争することを強い
られることになり､ 工事業者間の価格以外の違いが入札結果にうまく反映されない可能性
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